
（平成２１年２月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 18 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 55 年８月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。また、

申立人の 55 年９月から 56 年３月までの国民年金保険料については、還付

されていないものと認められることから、還付についての記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年８月から 56 年３月まで 

私は、昭和 50 年１月に国民年金に任意加入しました。55 年４月から

56 年３月までの国民年金保険料を前納しましたが、社会保険事務所の

記録では 55 年８月から 56 年３月までの分が還付されているということ

でした。 

私が昭和 55 年９月から 56 年 12 月まで夫の海外出張に同行して国内

に居住していなかったのは事実ですが、海外在住者が国民年金被保険者

適用除外ということと、その分の保険料が還付されたことを知ったのは、

平成 19 年 11 月です。 

住民登録が抹消された住所に還付通知が郵送されたとは考えられず、

帰国後、そのような郵便物を読んだ記憶もありません。また、還付金は

受領していません。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する領収書により、申立人は申立期間の国民年金保険料を

昭和 55 年４月 18 日に前納していたことが確認できる。また、社会保険庁

の記録では、申立期間の保険料は還付となっており、社会保険事務所が保

管する国民年金被保険者台帳には「還付 55.8～56.3 まで 29,190 円(喪

失)55.10.6」の記述がある。 

しかし、海外在住に伴う転出及び転入の手続をＡ市(旧Ｂ市)で行ったと

する申立人の夫は、申立人の国民年金の資格喪失及び還付に関する手続は



行っていないとしており、海外在住のため、還付に関する通知書等を受け

取ることができなかったと考えられる。 

また、申立期間のうち、昭和 55 年８月については、社会保険庁の記録

上は被保険者とはなっていないが、戸籍の附票及び申立人が所持する当時

のパスポートにより日本国内に在住していたことが確認でき、当該月は国

民年金の被保険者となる月であり還付する理由は見当たらず、同月につい

ては納付済みとする必要がある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 55 年８月

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。また、55 年９月か

ら 56 年３月までの国民年金保険料は申立人に還付されていないものと認

められる。 

 



宮城国民年金 事案 700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年４月から 39 年３月まで(昭和 37 年度については、納

付済みの記録がある３か月を除く。)の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男(死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 39 年３月まで(昭和 37 年度に 

ついては、納付済みの記録がある３か月を除

く。) 

父の死後、家の中を調べたところ、父の年金証書の中に古い書類があ

りました。それを見ると、母の納付記録に未納となっている期間はあり

ませんでしたが、父の納付記録は未納となっている期間がありました。

当時、家の中のことはすべて母が行っており、母の性格上、自分の分だ

け納付するということはあり得ないと思います。 

   (注) 申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金法の施行時より国民年金に加入し、申立期間を除き、

国民年金保険料の未納期間は無く、申立期間の前後の期間は納付済みとな

っている。 

また、申立人の保険料を納付していたとするその妻の納付記録は、申立

期間を含めて国民年金加入期間を通じ未納期間は無く、夫婦で納付意識が

高かったと認められ、申立人にのみ未納期間があるのは不自然である。 

さらに、申立人については、同一年度内に納付済みと未納の期間が混在

しているときに本来保存されなければならない被保険者台帳(特殊台帳)が

存在していない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 37 年４月

から 39 年３月まで(昭和 37 年度については、納付済みの記録がある３か

月を除く。)の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 11 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60 年 11 月から 61 年３月まで 

私は、昭和 60 年 11 月から 61 年３月までの期間について、社会保険

事務所に国民年金保険料の納付状況を照会したところ、納付事実が確認

できないとの回答をもらった。62 年３月に結婚し、Ａ町役場の年金担

当課へ結婚に伴う手続に行ったところ、国民年金保険料が未納のところ

があると言われたので、未納の部分をすべて調べてもらい、未納となっ

ていた 61 年６月から 62 年２月までの保険料６万 3,900 円を主人がすべ

て納付しました。国民年金保険料が未納となっているところは無いはず

です。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は５か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間については、すべて国民年金保険料を納付していることから、申

立人の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 62 年３月に結婚した際にＢ市（旧Ａ町）で国民

年金保険料が未納になっているとされた 61 年６月から 62 年２月までの９

か月の保険料を一括して納付したとしており、当該期間の保険料は同年７

月に納付されたことが、申立人の所持している領収書で確認できる。 

さらに、申立人は、昭和 60 年３月に会社を退職後、62 年３月に結婚す

るまでの間は、61 年４月に住所を移転しているほかは生活状況に特段の

変化は無かったとしている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年４月及び同年５月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年 11 月から 38 年５月まで 

私の国民年金資格取得日は昭和 38 年６月１日となっているが、妻は

36 年 11 月 21 日の資格取得となっている。 

高校卒業後、姉の事業を手伝っていたので、申立期間当時は厚生年金

保険に加入しておらず、姉の事業が会社組織になった昭和 40 年から厚

生年金保険に加入している。 

国民年金は結婚後の加入なので資格取得日が妻と別々であることは考

えられない。妻と一緒に資格取得し、同時に納付していたと思うので申

立期間は加入期間のはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、妻並びに申立人の両親、姉及び弟夫婦と同居

し、姉が経営する事業を弟と一緒に手伝っていたと述べており、国民年金

被保険者に該当しない両親を除き、申立人を含む５人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 38 年８月 26 日に連番で払い出されている。しかし、これら

５人は、国民年金制度発足時に全員が 20 歳以上で、かつ、厚生年金保険

に加入していないにもかかわらず、国民年金の資格取得日については、35

年 10 月１日となっているのは姉一人のみで、申立人が 38 年６月１日、申

立人の妻が 36 年 11 月 21 日、弟夫婦が 38 年４月１日で、各人の資格取得

日が区々となっていることに合理的な理由が見当たらず、不自然である。 

また、申立人を含む５人の納付年月日が確認できる昭和 38 年度及び 39

年度の保険料の納付状況をみると、未加入となっている申立期間を除いて、

ほとんどが現年度で、かつ、ほぼ同一年月日に納付されていることが確認



できることから、加入手続及び保険料の納付については、家族一体で行わ

れていたことが推察できる。 

しかしながら、申立人以外の４人の納付記録は申立期間の一部である昭

和 38 年４月分から確認できるが、それより前の 36 年４月から 38 年３月

までの期間は申立人以外の４人も未納期間又は未加入期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 38 年４月及び同年５月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



宮城国民年金 事案 710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年８月までの国民年

金保険料については納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46 年３月から 49 年８月まで 

    社会保険事務所に上記申立期間の国民年金保険料納付記録を照会した

ところ、国民年金の加入及び納付の事実が確認できなかった旨の回答を

得た。 

しかし、申立期間については、Ａ市、Ｂ市、Ｃ市及びＤ町において国

民年金保険料を納付していた。 

間違いなく納付していたので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年８月までについては、社会保

険庁が保管する国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）、社会保険事

務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿及びＤ町が保管する国民年金

被保険者名簿（紙名簿）によれば、49 年 10 月１日に払い出され同年４月

１日に被保険者資格を取得した基礎年金番号に未統合の記号番号が存在し、

保険料が納付済みとなっていることが確認できる。 

一方、昭和 46 年３月から 49 年３月までについては、申立人が国民年金

保険料を納付していたと主張するＡ市、Ｂ市及びＣ市に対し、申立人の国

民年金加入記録について照会したが、いずれの市においても申立期間に係

る加入記録は存在しておらず、別の手帳記号番号が払い出されたことが確

認できる資料は見当たらない上、国民年金の加入手続が行われたことをう

かがわせる事情も存しない。したがって、これらの期間は国民年金に未加

入の期間であったものと考えられる。 

また、申立人は、Ｂ市内の郵便局で納付書により保険料を納付したと主



張しているが、Ｂ市及び同市内のＥ郵便局に照会した結果、申立期間当時、

郵便局ではＢ市の国民年金保険料の納付書を取り扱っていなかったとの回

答を得ている。 

その他の周辺事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のう

ち、昭和 49 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 38 年３月まで 

社会保険事務所に上記申立期間の国民年金保険料納付記録を照会した

ところ、国民年金の納付の事実が確認できない旨の回答を得た。 

しかし、その当時は、亡くなった母が私の老後を心配して国民年金に

加入させた上、漏れなく納付してくれていたはずである。 

私が持っている国民年金手帳には、申立期間の一部は納付済みの印が

押印されており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、亡くなった申立人の母親が国民年金保険料を資格取得時（20

歳に達した月）から 46 年ごろまで納付してくれていたと主張していると

ころ、申立人の国民年金保険料は、申立期間を除き 60 歳に達するまで完

納されている。しかも、申立人は、41 年に結婚した後も 46 年ごろまで、

母親が申立人の妻の国民年金保険料も納付してくれていたと主張している

ところ、妻の国民年金保険料は、結婚後厚生年金保険に加入する 46 年６

月まで完納されており、母親の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人が所持している国民年金手帳には、申立期間のうち昭和

37 年 10 月から 38 年３月の欄にＡ町（現在は、Ｂ市。以下同じ。）の検

認印が押印されていることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれ

ば、申立人の手帳記号番号は昭和 38 年３月 30 日に払い出され、20 歳に

達する日にさかのぼって国民年金被保険者資格が取得されているが、Ａ町

が保管する国民年金被保険者名簿によれば、38 年６月３日に、資格取得



時から 37 年３月までの国民年金保険料がさかのぼって納付されているこ

とが確認できることから、申立期間のみが未納となっているのは不自然で

ある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 481 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いることが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 44 年２月 28 日に、同支店における資格喪失日に係る記録を

45 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 年２月から同年 10 月

までは６万円、44 年 11 月から 45 年３月までは８万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年２月 28 日から 45 年４月１日まで 

私は、昭和 23 年４月にＣ社（現在は、Ａ社。）に入社し、53 年１月に

退職するまでの間、継続してＡ社に勤務していたが、厚生年金保険被保険

者記録を確認したところ、申立期間の同社Ｂ支店Ｄ営業所及びＥ営業所に

勤務していた期間について厚生年金保険に加入していないことが判明した。

Ａ社に在職中は、途中で退職したことや他の関連会社等に出向したことは

無かったので、申立期間に厚生年金保険に加入していないことは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社

に申立期間継続して勤務し（社会保険の適用上は、昭和 44 年２月 28 日に同

社Ｆ支店から同社Ｂ支店、45 年４月１日に同社Ｂ支店から同社Ｇ営業所に異

動）、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の人事記録（Ｆ支店、Ｄ

営業所）における給与額と社会保険庁の標準報酬月額の記録から判断すると、

昭和 44 年２月から同年 10 月までは６万円、44 年 11 月から 45 年３月までは



８万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが仮に事業主か

ら申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険

者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録してお

らず、これは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会

保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 44 年２月から 45 年３月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月１日から 48 年９月 21 日まで 

平成 19 年 11 月２日に社会保険事務所から昭和 44 年４月１日から 48 年

９月 21 日まで勤務したＡ社の厚生年金保険加入期間について、脱退手当金

を受給しているとの回答があったが、脱退手当金を受け取った記憶は無い。 

社会保険事務所に対して支払明細書の控えを求めたが、証拠書の控えが

無いと回答され、納得がいかない。 

私は、勤務先は１社だけではなかったし、脱退手当金の手続をした記憶

も無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人を含む

約 300 名の被保険者について調査したところ、脱退手当金の受給要件を満た

し、申立人と同時期（昭和 47 年度から 49 年度まで）に資格喪失した者は 18

名であるが、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」表示がある者は申立

人を含め４名（すべて脱退手当金支給記録あり）と少数で、４名のうち１名

については資格喪失から支給決定までの期間が１年を超えている。 

また、申立人と同時期に資格を喪失した同僚に、退職時の同社からの脱退

手当金の説明の有無について照会したところ「会社からは何も説明は受けな

かった」と証言している上、脱退手当金の支給を受けた同僚は「脱退手当金

の手続は自分でした」と証言していることから、事業主が申立人の委任を受

けて代理請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は同社とは別の記号番号の３社に勤務しているが、脱退手

当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間をそ



の計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の３回の被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となっており、申立人が

請求したとするならば、これを失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



宮城国民年金 事案 702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 63 年３月まで 

私は、社会保険事務所に照会したところ、申立期間の国民年金保険料

が未納となっているとの回答をもらいました。 

当時 20 歳を何か月か過ぎていましたが、Ａ市役所に父と一緒に行き、

後からでも払えるということで加入の手続をしました。郵送で納付書が

届き、１回ずつ郵便局で納めましたが、アルバイトをしている間の分が

すべて未納になっています。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号はＡ市で払い出されているが、国

民年金手帳記号番号が申立人の前後に払い出されている国民年金の任意加

入者及び第３号被保険者は、平成元年５月から同年６月までの間に資格を

取得していることから、申立人は、このころに国民年金加入手続が行われ

たものと推測され、申立期間の一部は時効により保険料を納付できない期

間となる。 

さらに、保険料の納付については、申立人が何年何月から何年何月まで

の何か月間の保険料を納付したかを覚えていないなど、納付に関する記憶

が曖昧
あいまい

であり、納付状況等は不明である。 

加えて、別の年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年６月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年６月から同年８月まで 

国民が強制的に支払義務のある国民年金保険料について、私は、申立

期間当時に説明を受け、納付用紙に従い確実に納付いたしました。ただ

し、立証できる書類等は全くありません。 

申立期間の後２回にわたり、就職、退職をしていますが、その時には

国民年金を納付しております。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者資格取得日は平成４年７月 10 日であり、申

立期間は未加入期間である。また、申立人が加入手続を行ったのは、Ａ市

が保管している国民年金被保険者名簿（電算記録）から４年 11 月５日ご

ろと確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間以降はＡ市に居住しており、ほかに別の年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年５月から 50 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46 年５月から 50 年７月まで 

私は、昭和 46 年５月に結婚した後、周囲の勧めもあって国民年金に

加入しました。申立期間の保険料は、１期から４期に分かれた納付書を

使い、銀行の窓口で納付していました。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金の任意加入手続を行ったのは、Ａ市が保管している国

民年金被保険者名簿、社会保険事務所が保管している国民年金被保険者台

帳（マイクロフィルム）及び申立人が所持している年金手帳から昭和 50

年８月 15 日と確認できる。任意加入については、加入手続の日からさか

のぼって資格取得をすることができないことから、申立期間の保険料は納

付できない。 

また、申立人は、年金手帳を１冊しか所持したことがないとしている上、

申立期間に居住していたＢ市及びＡ市からは申立期間の国民年金加入記録

が無い旨の回答があり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年７月から５年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月から５年３月まで 

平成４年７月から５年３月までの国民年金保険料納付記録について照

会したところ、全額申請免除（学生免除）期間になっているとの回答を

もらった。 

当時、私は短期大学生であったが、母が私の保険料を納付しており、

私も母も学生免除に係る申請をした覚えは無い。学生免除となっている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る国民年金保険料について、申立人は母が納付していたと

主張しているが、納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

また、申立人の母は、申立期間に係る国民年金保険料を最初の１か月分

ないし２か月分は役場窓口で、その後は、１か月分ないし２か月分をまと

めて役場内に設置されている銀行や町内の銀行で納付したと主張している

が、申立期間におけるＡ町及び銀行の国民年金保険料に係る収納事務は電

算処理となっているため、一連の電算処理の過程で連続して不適切な事務

処理が行われたとは考えにくい。 

さらに、当該全額申請免除（学生免除）については、社会保険事務所か

ら、承認通知書及び追納勧奨状が発出されることになっている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めるこ

とはできない。 



宮城国民年金 事案 707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年６月から 44 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月から 44 年７月まで 

    申立期間の国民年金保険料納付記録について照会したところ、保険料

の納付事実が確認できなかったとの回答があった。 

この期間は納税貯蓄組合を通じて納付していたので、未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

また、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれば、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 44 年９月８日に払い出されており、

Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿及び申立人が所持する国民年金手帳

によれば同年８月 14 日に資格取得（任意加入）していることから、申立

期間は未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない。 

さらに、申立人が納付したとする納税貯蓄組合は、平成 13 年度に廃止

され関係資料等は存在していないため、当時の納付状況等を確認すること

はできず、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

加えて、申立期間について、別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年７月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和８年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から 50 年３月まで 

申立期間については、亡き義父が納付してくれていた。 

義父からは、私と亡夫の分の年金保険料をきちんと納めていると聞い

ていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人自身は国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、納付を行っ

ていたとされている申立人の義父も既に亡くなっており、当時の納付状況

を把握することができない。 

また、申立人は、義父が申立人と申立人の亡夫の国民年金保険料を一緒

に納付してくれていたと主張しているところ、社会保険事務所が保管する

国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及びＡ市が保管する国民年金

被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立期間については亡夫も未納となっ

ている。 

さらに、申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年１月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月から 61 年３月まで 

    私が、20 歳になる１か月ぐらい前に、Ａ市役所の嘱託職員が自宅に

国民年金加入の勧奨に来た。 

そのとき、私は大学生だったが、母親が国民年金の加入手続をした。 

毎月、Ａ市の自宅に嘱託職員が集金に来て母親が保険料を納めていた。 

当時は領収書は交付されず嘱託職員が持ち歩くノートに書き留めてい

たと記憶しているが、保険料の額は覚えていない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は「20 歳になる１か月ぐらい前に、Ａ市役所の嘱託職員が自宅

に国民年金加入の勧奨に来て、母親が国民年金の加入手続をした」と主張

しているが、社会保険庁のオンライン記録によれば、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当時、同居していた申立人の弟（昭和 37 年生）の手帳記

号番号と連番で 61 年３月２日以降に払い出されており、ほかに別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないこと

から、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができない。 

また、上記オンライン記録によれば、申立人と同時に国民年金に加入し

た申立人の弟の保険料も昭和 61 年４月から納付されていることが確認で

きる上、申立人の母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 712 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 10 月から 45 年３月までの期間及び 50 年８月から同

年 12 月までの期間並びに 60 年６月及び同年７月の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年 10 月から 45 年３月まで 

             ② 昭和 50 年８月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 60 年６月及び同年７月 

    国民年金保険料の納付記録について社会保険事務所へ照会申出書を提

出したところ、申立期間について保険料の納付事実が確認できないとの

回答をもらった。 

保険料は妻の分と一緒に納付しており、妻は、未納期間が無いので、

自分も未納期間は無いはずである。 

当時は、共済組合の事務を担当していたので、ほかの人より年金につ

いては理解している。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立

人の手帳記号番号は昭和 52 年 11 月 25 日に払い出されていることから、

申立期間①、及び申立期間②の一部については時効により納付できない期

間であり、それ以前に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳には、初めて被保険者となった日とし

て昭和 52 年 10 月 16 日と記載されている上、社会保険庁が保管する国民

年金被保険者台帳（マイクロフィルム）でも、52 年 10 月から保険料を納

付した事跡が記載され、新規取得の表示も確認できる。 

さらに、申立期間のすべてについて、社会保険庁のオンライン記録では

未加入期間となっており、また、Ａ町（現在は、Ｂ市）が保管する国民年

金被保険者名簿（紙名簿）においても、国民年金に未加入のため納付は不

要であることを表す「○不」が表示されている。 



加えて、申立期間のすべてについて、申立人が保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、その保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も存しない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年２月から 61 年３月まで 

    社会保険事務所へ国民年金の納付記録について照会したところ、申立

期間については、未加入との回答を得た。 

    自分としては、国民年金をやめた記憶が無く、加入していると信じて

いるので、再度調査をお願いする。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）を有していない上、保険料を納付したことの

記憶も無い。 

また、Ａ市（現在は、Ｂ市）が保管する国民年金被保険者名簿（紙名

簿）では、喪失年月日が「56・2・12」と記載され、納付の状況欄には、

昭和 56 年２月から 61 年３月まで斜線が引かれ「本月まで無資格」との表

示がある。 

さらに、上記喪失年月日の記載は社会保険庁のオンライン記録とも一致

していることから、申立期間については、未加入の期間であり、保険料の

納付書の発行は行われなかったものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 50 年３月までの期間、58 年４月から 61 年

３月までの期間、62 年１月から同年３月までの期間、平成９年２月から

同年３月までの期間及び 11 年１月から 13 年１月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 50 年３月まで 

             ② 昭和 58 年４月から 61 年３月まで 

             ③ 昭和 62 年１月から同年３月まで  

             ④ 平成９年２月から同年３月まで 

             ⑤ 平成 11 年１月から 13 年１月まで 

国民年金保険料の納付はすべて妻が行っていたが、Ａ町に住んでいた

ときは、郵便局の総合口座から自動振替で納付した。支払が困難なとき

は免除申請をしていたので未納は無いと思っていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番

号払出簿によれば、申立人及びその妻は、Ｂ区で所在不明となって昭和

45 年４月から保険料が未納となり、その後、妻については 46 年ごろにＣ

市で、申立人については 51 年ごろにＤ市でそれぞれ所在が判明したこと

により、妻については昭和 46 年度分から、申立人については 50 年度分か

らそれぞれ保険料の納付が再開されていることが認められる。しかも、Ｄ

市が保管する国民年金被保険者名簿（紙名簿）においても、申立人は、50

年８月 11 日にＢ区からＤ市に転入し、50 年度から納付書が発行されてい

ることが確認できる。したがって、申立期間①については、申立人は不在

被保険者として、納付勧奨を受けることはなかったものと考えられる。 

また、申立人は、保険料の納付はすべて妻に任せていたとか、自ら納付

していたと供述しているところ、申立期間②については、妻とは離婚して

独身中の期間であるし、申立期間③については、再婚した妻も未納となっ

ている。そして、申立期間④及び⑤については、再婚した妻とは離婚した



後の期間であって外国籍の女性と婚姻しているが、当該女性が国民年金に

加入した形跡はうかがえない。 

さらに、申立期間⑤については、申立人は、Ａ町の住民票の除票によれ

ば、平成 11 年１月 24 日にＤ市へ転出したことになっているが、Ｄ市の住

民票の除票によれば、同年 11 月 22 日にＥ国から転入したことになってお

り、この間は外国に居住していたと推察されるところ、Ｄ市が保管する国

民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、外国居住に起因すると思わ

れる強制加入から任意加入への種別変更等の入力処理が 13 年３月 26 日に

行われていることから、それまでは納付書の発行は行われなかったものと

考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚年年金 事案 482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 18 年１月から 19 年６月１日まで 

私は、労働者年金保険（現厚生年金保険）の加入期間について社会保

険事務所に照会したところ、申立期間の加入記録が確認できなかった旨

の回答をもらった。 

Ａ社には、昭和 18 年１月から勤務しており、仕事も事務職ではなか

ったことから、申立期間について労働者年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する被保険者台帳から、申立人が申立期間において同社に勤

務していたことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する厚生年金保険手帳記号番号払出簿及

び健康保険労働者年金保険被保険者名簿並びにＡ社が保管する被保険者台

帳から、申立人の当該事業所での資格取得日は昭和 19 年６月１日と確認

できる。 

また、昭和 19 年５月 31 日以前の労働者年金保険法では、工場や炭鉱に

勤務する男子労働者（一般事務職員を除く。）のみが労働者年金保険の被

保険者とされており、申立人は当初庶務課に所属していたことを勘案する

と、申立期間は労働者年金保険の被保険者には該当しなかったものとも考

えられる。 

さらに、同僚等からの証言を得ることができず、申立てに係る事実を確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月 21 日から同年 11 月１日まで 

私は、昭和 36 年４月 11 日にＡ社に入社し、系列、同族会社であるＢ

社を経て、42 年９月 21 日に、系列、同族会社であるＣ社に異動しまし

た。ところが、Ｃ社での資格取得が 42 年 11 月１日となっており、申立

期間が未加入期間となっています。 

私は、社命により異動しただけなのに、知らない間に資格取得日が変

更されているようです。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＣ社での雇用保険加入期間は、昭和 42 年９月 21 日から 46 年

10 月 31 日までとなっており、申立期間はＣ社に勤務していたことは確認

できる。 

しかし、Ｃ社の厚生年金保険新規適用年月日は昭和 42 年 11 月１日とな

っており、申立期間はそれ以前の期間である。 

また、社会保険事務所が保管する被保険者原票では、申立人のＢ社での

資格喪失日が昭和 42 年９月 21 日、Ｃ社での資格取得日は同年 11 月１日

となっている。 

さらに、申立人と同時期にＢ社からＣ社に異動した同僚７名の厚生年金

保険加入期間は、いずれも申立人と同様であることから、給与から厚生年

金保険料が控除されていたとは言い難い。 

加えて、Ｄ社（旧Ｂ社）では、人事記録等の資料が無く、Ｃ社も昭和

54 年 12 月に法令によりみなし解散していることから、ほかに申立内容を

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年 11 月１日から 40 年 12 月まで 

           ② 昭和 60 年９月から 61 年２月まで 

昭和 39 年 11 月１日から 40 年 12 月までの期間は、Ａ社Ｂ営業所で販

売の仕事に従事し、60 年９月から 61 年２月までの期間は、Ｃ市内のＤ

駅前にあったＥ社商品の取扱店のＦ社に勤務していたが、社会保険事務

所に照会したところ、両事業所とも厚生年金保険の適用事業所となって

おらず、同名及び類似名称の事業所においても厚生年金保険の加入記録

は見当たらないとの回答を得た。 

保険料の控除を確認できる給与明細書等は無いが、正社員として健康

保険や雇用保険にも加入していたので、厚生年金保険にも加入していた

はずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、申立人は、申立期間当時の同僚等の氏名を記憶していないため、

申立期間当時の状況を確認することができない。 

さらに、申立期間に係る申立人の雇用保険加入記録は無い。 

申立期間①について、Ａ社及び同社の健康保険組合には、申立期間当時

の資料は保存されていない。 

また、Ａ社では、「申立期間当時の販売員は基本的に歩合給であり、一

定の成績に達しないと社会保険に加入させていなかったので、通常、１年

未満では一定の成績に達するのは困難であったようです」としている。 

さらに、Ａ社では、申立てに係る「Ｂ営業所」は実在しないので「Ｇ支



店」と思われるとしていることから、申立人が勤務した可能性がある同支

店及び同社Ｈ支店について、社会保険事務所が保管している被保険者原票

を確認したが、申立期間の前後に資格を取得した被保険者の整理番号に欠

番は無く、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間②について、申立人がＣ市内のＤ駅前に所在したとするＦ社は、

厚生年金保険の適用事業所となっておらず、同名称の事業所は、Ｃ市では

商業登記されていない。 

また、申立期間当時において厚生年金保険適用事業所になっていた当該

事業所と同名称の事業所（Ｉ市に１社所在）及びＥ社の被保険者を確認し

たが、社会保険庁の記録では、申立人の氏名は見当たらない。 

なお、上記２事業所では、申立人が勤務したとするＣ市内のＤ駅前に支

店・営業所が存在したことは無いとしている。 

さらに、申立人は、当該事業所名と本社の所在地の記憶が曖昧
あいまい

である。 

加えて、申立人は、申立期間を含む昭和 54 年 11 月１日から 61 年２月

13 日まで国民年金に加入し、この間の保険料を完納している。 

このほか、申立期間①②共に、申立てに係る事実を確認できる関連資料、

周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 485 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月から 58 年 10 月まで 

Ａ社に昭和 52 年 10 月から 58 年 10 月まで勤務した期間の厚生年金保

険加入期間について社会保険事務所に照会したところ、加入者名簿に被

保険者記録は見当たりませんでしたとの回答があった。 

この会社では、10 時から 17 時までのパートタイマーとして勤務して

おり、当初は販売の仕事をしていたが、その後会計の仕事に変わった。 

採用の際、収入は扶養控除の対象から外れない程度でとの話はあった

ものの、厚生年金保険加入を条件に勤務することに決めたので、当然加

入していたと思っていたし、私名義の健康保険証で通院した記憶がある

ので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時に同じパートタイマーとして勤務したとする複数

の同僚は、当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得していること、

及び申立人と一緒に勤務していたとしていることから、申立期間当時、申

立人は当該事業所に勤務していたものと推認できるが、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給

与明細書等の資料は無い。 

また、申立人の夫の被保険者原票を確認したところ、申立人は、申立期

間当時、夫の健康保険の被扶養者となっている旨の記載がある上、申立期

間当時の同僚の一人は、「当時 20 名程度いたパートタイマーの中で、夫

の扶養家族を抜けて厚生年金保険に加入していたのは、自分と申立人以外

の同僚一人しかいなかったと思う」旨の証言をしている。 

さらに、当該事業所は既に解散し元事業主も亡くなっているため、申立



期間当時の資料を入手することができず、当該事業所における申立人の雇

用保険加入記録も無い。 

加えて、社会保険事務所が保管している当該事業所の被保険者原票を確

認したが、申立期間の前後に資格を取得した被保険者の整理番号に欠番は

無く、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月１日から 46 年９月 16 日まで 

昭和 40 年４月１日に入社して 48 年６月１日に退職するまで継続して

Ａ社に勤務していたが、45 年 10 月１日から 46 年９月 16 日までの被保

険者記録が未加入となっている。申立期間は、同社Ｂ営業所に従事して

いた期間であり、途中で会社を辞めたことは無いし、健康保険証も継続

して所持していた。給料明細等は無いが、厚生年金保険被保険者加入期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

また、Ａ社が保管する履歴簿によると、「昭和 45 年９月 30 日願いによ

り社員を免ずる。退職手当金 100,800 円を給する」と退職した旨の記載が

あり、45 年 10 月１日資格喪失とする社会保険事務所の記録と一致する。 

さらに、昭和 46 年９月 16 日資格取得とする社会保険事務所の記録は、

事業主が保管している人事資料と一致していることから、事業主により申

立人の資格の得喪届がそれぞれ提出されたものと推定される。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 487 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月２日から 46 年８月１日まで 

昭和 43 年 12 月から、Ａ社に就職し、しばらくは作業員として働いた

が、免許を取得した後、職種が変わり、50 年４月まで勤務した。 

社会保険事務所に当該事業所での厚生年金保険の加入記録を照会した

ところ、申立期間は未加入であるとの回答があったが、採用当初から厚

生年金保険に加入していたと思うので、被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを示す給与明細書等の関連資料は無い上、厚生年金保険料の

控除の有無について申立人の記憶も不明確である。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険の資格取得日は、昭和 46 年

８月１日、喪失日は 50 年４月 12 日となっており、46 年７月 31 日以前に

申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立人は、「現場で採用され、その後、現場所長から勧められ

て昭和 46 年３月と同年７月に免許を取得した」としており、現場所長か

らは、「申立人を作業員として現場で採用した。現場採用の作業員は日給

月給制で、厚生年金保険に入ることはなかった。申立人は、免許を取得し

て 46 年８月に社員になった」との証言が得られた。 

加えて、Ａ社からも、「当社では、現場採用の作業員は厚生年金保険に

は加入させていなかった。申立人が社員となった昭和 46 年８月１日の時

点で厚生年金保険に加入させた」との回答が得られた。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年５月から 29 年 12 月末日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社。以下同じ。）に勤務した昭和 27 年５月から 29 年

12 月までの厚生年金保険加入状況について、社会保険事務所に照会し

たところ、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

保険料控除の事実を確認できる給与明細書等は無いが、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを示す給与明細書等の関連資料は無い上、厚生年金保険料の

控除の有無について申立人の記憶も不明確である。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となったの

は昭和 32 年８月１日であることが確認できる。 

さらに、当該事業所の同僚から「Ｂ社は、昭和 32 年８月１日より前は、

健康保険に加入していなかった」との証言を得ていることから、申立人は、

申立期間において健康保険と厚生年金保険の被保険者ではなかったことが

推定される。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 10 月から 32 年２月まで 

             ② 昭和 32 年５月から同年８月まで 

昭和 31 年 10 月から 32 年８月までの期間、Ａ社に勤務したが、厚生

年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、厚生年金保険

加入期間は 32 年３月１日から同年５月１日であるとの回答を得た。 

保険料控除の事実を確認できる給与明細書等は無いが、確かに申立期

間はＡ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを示す給与明細書等の資料は無い上、勤務期間及び厚生年金

保険料の控除の有無について申立人の記憶も不明確である。 

   また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険の資格取得日は昭和 32 年３

月１日、喪失日は同年５月１日となっており、同年２月 28 日以前及び同

年５月２日以降に申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、当該事業所は、平成８年に解散（全喪）していることから、申

立人の雇用や保険料控除の事実を確認することができない。 

加えて、当時の社長及び同僚に照会しても、申立人の勤務期間や一緒に

勤務していたことについての具体的な記憶は無いとしており、申立てに係

る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


